
① 中長期財政計画の見直し

② 公債費負担適正化計画の策定、公表

③ 財政指標等の公表

④ 財政健全化判断比率の改善

⑤ バランスシートや公会計の作成、公表

① 債権管理条例による債権の適正な管理

② 滞納情報の一元管理

③ 滞納処分・強制執行等の強化

1 健全な財政基盤 ④ 県税務職員の併任徴収制度の活用

の確立 ⑤ 納税環境の整備

① 遊休資産の活用

② 有料広告制度の活用

③ ふるさと納税制度のＰＲ等

（4） 経費節減対策の継続 ① 経費節減の推進

① 定員適正化計画の策定、公表

② 給与制度の適正化、公表

（6） 一部事務組合の経営健全化 ① 一部事務組合の経営健全化

① 行政評価制度の実施、公表

② 指定管理者制度の効果検証・再指定

③ 補助金適正化対策の推進

④ 外部委託(アウトソーイング）の推進

① 行政組織の見直し

② 複数の課に関係する重要課題への対応

2 効率的で効果的な ③ 給食センターの今後の運営

行財政運営の推進 ① 権限移譲事務の積極的受け入れ

② 広域行政への対応

① 人事評価制度の充実

② 課運営計画、目標管理制度の充実、活用

③ 自己申告制度の充実、活用

① 人材育成計画の見直し

② 職員研修の計画的実施

③ 職員提案制度の導入

① 町政モニター制度の導入

② パブリックコメント等提案制度の推進

③ 地域からの提言事項のデータベース化

④ 地域懇談会の開催

① 情報公開、個人情報保護の推進

3 分かりやすく ② 広報やホームページの充実

利用しやすい ③ 主要施策の成果等の公表

行政サービスの実現 ④ 行政情報誌等の更新

① ワンストップサービスへの対応

② 申請書等の簡素化、分かりやすい手続き

③ 行政サービス等に係るアンケート

④ 休日・夜間の行政サービス

⑤ 電子自治体、電子申請の申請

① 協働・参画事業等の検討

② 住民、団体による自主活動の促進

4 みんなが行動する ① 防災・防犯メールの有効活用

まちづくり ② 自主防災組織の育成

③ 安全のまちづくり体制整備

① まちづくり活動助成事業

② 自治会活動の支援・活性化

③ 美しいまちづくりの推進

開かれた町政運営

（2） 収納対策の強化

（1）

人事評価制度の実施（4）

計画的な人材育成（5）

（2）

地域主権改革への対応（3）

組織機構の整備

定員管理及び給与制度の適正化（5）

（1） 事務事業の再編・整理

（2）

地域コミュニティー活動の推進（3）

（2） 安全・安心のまちづくり

（1） 住民参加と協働によるまちづくり

（3） 行政サービスの改善

3

実施項目

Ⅳ 行財政改革推進項目(実施項目）一覧

自主財源の確保

財政計画等の策定、公表（1）

（3）

基本方針 推進項目

行政情報の提供


